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1．はじめに
財団法人日本私学教育研究所による『私立学校教職員の資質向上に関する調査研究（１）』から，私
立中学・高校の国語科教師の出身大学，学部学科を見てみると，国語科教師の約半数は一般系（２）の
私立大学の学部学科（文学部や人文学部など）出身者であり，今日，一般系の私立大学が担っている
国語科教師教育の役割は非常に大きなものとなっている。しかし，現在の中学・高校の国語教育に携
わる多くの教師が「一般系の大学学部学科の出身者」であるという状況は，国語教育における様々な
問題と関連し合っている（３）。鶴田清司氏は，
言語技術教育をまともに受けてこなかったのは，子どもだけではない。教師も同じである。
例えば，中・高の国語科教師の専門分野は国文学（作家論・作品論）が多い。言語技術を研究し
てきた人はまずいないだろう。そもそも大学のカリキュラムにそうした科目がなかったのだから
無理もない。国語科教師が往々にして文学教材を偏重するという傾向もこれに関係している。
と指摘されている（４）。国語科で指導すべき事項は「読むこと」以外に，「話すこと・聞くこと」「書
くこと」「言語事項」と広範囲である。しかし，国語の授業では文学教材に固執した指導がその大半
を占め，その原因の一部は国語科教師の学歴（専門分野）と教職課程のカリキュラムに帰着するとさ
れるのである。
こうした指摘から，国語科教師の専門的力量を向上させるために，教職課程のカリキュラムを改善
させていくことは当然のことである。教員養成系の大学であれば，内藤一志氏の実践報告にあるよう
に，附属校との連携を深め，附属校の教員を活用することによって課題を解決していくことも可能で
あろう（５）。しかし，一般系の私立大学で学生の専門的力量を向上させるために，例えば多くの教師
を配置したり，複数の授業科目を開講するという方法を取れば，その分の費用の増加は避けられない。
現在の私立大学をめぐる状況からすれば，その方法が取り入れられる学校は稀であろう。現時点で学
生の国語科教師の専門的力量を向上させる授業は，最低限履修しなければならない「国語科教育法」
だけであるという大学も少なくない。しかし，「国語科教育法」を含む教科教育法については，教育
実習生や教育実習の事前事後を指導している教員から「理論的に過ぎて具体性に欠け，実際の教材や
授業の展開に即さない」，「各教科教育法ごとに何をどこまで学んでいるかがよく判らない」と指摘さ
れる状況になっている（６）。このような状況を踏まえれば，まずは現在行われている「国語科教育法」
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の授業を改善させることが急務であるといえるだろう。そこで本稿では，現在各私立大学で行われて
いる「国語科教育法」の授業内容はどうなっているのか，その現状を捉え直すことから始めたい。ま
た，その状況から見えてくる課題を明らかにし，「国語科教育法」が受講者にとって効果的なものに
なるよう具体的な方策を考えていくことにしたい。
２．私立大学における「国語科教育法」の現状
表Ⅰは各私立大学のシラバスに基づいて作成した「平成 20年度　私立大学（20校）で実施された
国語科教育に関する科目と授業内容」の一覧である。この表から特徴的な点を示すと以下の 2点が挙
げられる。
① 「国語科教育法」を通年 4単位ないしは前期後期各 2単位，合計 4単位で設置している大学が半
数程度ある。
② 「国語科教育法」の授業の約半数が「読むこと」に関する内容（22.9％）と模擬授業（27.4％）
に充てられている。
①に関しては，「国語科教育法」の授業を中学国語・高校国語とバランスよく指導を行っている大
学がある一方で，大学が設置している「国語科教育法」の授業内容がすべて高校国語に偏ってしまっ
ている例も見受けられた。教科教育法は教育現場で直接役に立つ実践的な内容を重視する必要がある
ため，現職教員が担当することも多いと考えられる（７）。しかし，現職教員が一方の校種（「中学のみ」
もしくは「高校のみ」）しか指導を行ったことがない場合，もう片方の校種に関する内容は現場と乖
離したものになってしまう可能性がある。単に現職教員を配置すればよいというのではなく，担当者
の指導の経歴を大学側が把握した上で講座を設定する必要がある。
また②に関しては，「国語科教育法」では「読むこと」に関する内容に多くの時間が割かれている
という点に注意すべきであろう。実際の国語の授業においては，作文やディスカッションなど，生徒
の実用的な言語能力の育成が求められているが，すでに「国語科教育法」の時点で従来通りの「読む
こと」に偏った指導が行われているのである。また，模擬授業という方法で「国語科教育法」の授業
の多くが進められていくが，それについても「読むこと」に関する内容が大半である。結果「講義形
態」を取るか「模擬授業」を取るか，その教育方法に違いはあるものの，「国語科教育法」の授業の
半数は「読むこと」に関する内容で占められていると指摘できる。
「国語科教育法」は教育現場で直接役に立つ実践的な内容を扱うため，「国語科教育法」で指導され
る内容が 1つの実践的なモデルとして受講者にインプットされることが想定される。町田守弘氏は，
国語科教師論について研究する際には，担当者自身が受講者に対して教師としての在るべき姿を
示すべく努力しなければならない。すなわち，「国語科教育法」の授業自体を「テクスト」とし
て受講者に提供することが，最も重要な授業の在り方になる。受講者は身近な「国語科教育法」
の授業の中から，自らの独創的な授業を構想する際のヒントを得る。
とし，「国語科教育法」担当者の授業に対する飽くなき努力が受講者の授業実践によい影響を与える
253「国語科教育法」の授業改善に関する一考察（都築）
とされている（８）。しかし，「国語科教育法」の担当者がそもそも一般系大学の学部学科の出身者であ
り，教育現場で意欲的に「話すこと・聞くこと」や「書くこと」の指導を行っていなければ，文学教
材を中心とした「読むこと」に関する内容に「国語科教育法」が偏ってしまうのも当然である。この
ような状況で「国語科教育法」の授業自体を「テクスト」として受講者に提供すれば，受講者の独創
的な授業を構想するヒントになりえないばかりか，「国語科教育法」が従来の国語の授業観を強化さ
せることにもなってしまう。また，そうした受講者が教師になれば，従来の国語の授業を再生産させ
ることにも繋がってしまうため，「国語科教育法」はその担当者の力量を大きく問うことになる。倉
田侃司氏は，
児童生徒の授業に最も深く関係する大学の講義である以上，教科教育法は，魅力ある授業を展開
しなければならない。おもしろくもない教科教育法を学んだ学生が，教師になっておもしろい授
業をするようになるとは，とても思えないからである。
と述べられているが（９），「国語科教育法」自体，今後の国語の授業のあるべき姿をイメージさせるも
のでなければならない。
また「国語科教育法」は「読むこと」と模擬授業でその半数が占められていることを指摘したが，
それ以外にガイダンスや概説といった内容にも多くの時間が割かれている。しかし，ガイダンスや概
説といってもその内容は多岐にわたる。例を示すと次の通りになる。
国語科教育の意義と目的・国語教育の今日的課題・国語教育史・教材研究の視点と方法・新規
教材の発掘・国語教科書について・発問や助言の仕方・学習指導法・評価方法・単元学習につ
いて・国語の学力・PISA調査による「読解力」・総合的な学習の時間と国語科・教師論・生徒指
導・進路指導
例からも分かるように，「国語科教育法」では「国語科教育の意義と目的」といった「国語科教育法」
以外では扱われることのない内容から，「教師論」「生活指導」「進路指導」といった教科教育法以外
の授業でも扱うことがありえる内容まで，かなり広範囲な授業内容を扱っていることが分かる。田近
洵一氏は国語科教師の素養として，
①　国語科の学習内容に関する基礎素養
②　国語科の教育内容に関する能力（教育企画力）
③　国語科の授業実践に関する能力
④　国語科教師としての関連的基礎素養
を挙げ，それぞれの事項についてさらに詳細な分類をされているが（10），このことと「国語科教育法」
は関連し合っている。それは国語科教師に必要とされる素養が広範囲に渡るため，「国語科教育法」
も能力育成のためには多くの事項を扱わなければならなくなるということである。しかし，このよう
に広範囲に渡る事項を 1つ 1つ「国語科教育法」で取り上げていくことは，授業時間との兼ね合いか
ら困難を極める。榎本隆之氏が，
教職課程国語科教育法の講座内容（何を教えるか）については，これまで数あるテキストが編ま
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表Ⅰ　平成 20年度　私立大学（20校）で実施された国語科教育に関する科目と授業内容
大学 科目名 期間
ガイダンス
・概説
学習指導
要領
話すこと・
聞くこと
書くこと 読むこと 言語事項 読書指導 図書館利用 メディア教材 学習指導案 試験作成 授業分析 模擬授業 総括・テスト 授業数
A大学 国語科教育法Ⅰ 前期 1 1 2 2 1 1 4 1 13
中等国語科教育法Ⅰ 前期 1 3 1 6 1 1 13
国語科教育法Ⅱ 後期 1 1 2 9 1 14
B大学 国語科教育法 通年 4 1.5 1.5 4 2 2 13 2 30
C大学 国語科教育法Ⅰ 前期 1 1 2 3 5 1 13
国語科教育法Ⅰ 前期 5 7 1 13
国語科教育法Ⅲ 後期 2 3 7 1 13
国語科教育法Ⅲ 後期 1 2 8 1 12
D大学 国語科教育法 後期 4 5 1 3 1 1 15
国語科教育実践研究（1） 前期 4 4 2 4 1 15
国語科教育実践研究（2） 後期 2 1 5 1 5 1 15
E大学 国語科教育法Ⅰ 前期 1 1 1 1 8 1 1 14
国語科教育法Ⅱ 後期 13 1 14
国語科教育法Ⅲ 前期 2 1 1 1 8 1 14
F大学 国語科教育法Ⅰ 集中 4 1 1 6 1 1 14
国語科教育法Ⅱ 前期 2 10 1 1 14
国語科教育法Ⅲ 後期 1 6 2 5 14
国語科教育法Ⅳ 後期 1 1 8 1 1 2 14
G大学 国語科教育法 通年 1 12 13 26
H大学 国語科教育法 通年 3 4 2 4 1 3 3 5 1 26
I大学 国語科教育法 A 前期 1 1 11 13
国語科教育法 B 前期 2 1 9 1 13
国語科授業実地研究 後期 1 1 10 1 13
J大学 国語科教育論 前期 5 4 1 1 1 1 13
国語科指導法Ⅰ 前期 4 1 1 6 1 13
国語科指導法Ⅰ 前期 6 3 4 13
国語科指導法Ⅰ 前期 2 3 8 13
国語科指導法Ⅱ 後期 2 2 8 1 13
国語科指導法Ⅱ 後期 3 9 1 13
国語科指導法Ⅱ 後期 3 4 6 13
K大学 国語科教育法Ⅰ 前期 2 2 8 1 13
国語科教育法Ⅰ 後期 6 1 1 5 13
国語科教育法Ⅱ 後期 1 1 10 1 13
国語科教育法Ⅱ 前期 1 1 11 13
国語科教育法Ⅲ 半期 6 1 2 3 1 13
国語科教育法Ⅲ 前期 1 4 4 4 13
国語教育演習 前期 2 10 1 13
国語教育演習 半期 1 2 9 1 13
国語教育演習 前期 1 4 4 4 13
L大学 国語科教育法Ⅰ 後期 3 2 1 1 1 1 3 12
国語科教育法Ⅱ 前期 1 2 1 8 12
M大学 国語科教育方法論Ⅰ 前期 2 2 1 8 1 14
国語科教育方法論Ⅱ 後期 5 5 3 1 14
国語科教育方法論Ⅲ 前期 1 3 2 7 1 14
国語科教育方法論Ⅳ 後期 3 4 4 2 1 14
N大学 国語科教育法 1 前期 4 4 2 2 12
国語科教育法 2 後期 3 8 1 12
O大学 国語科教育法Ⅰ 前期 8 3 2 2 15
国語科教育法Ⅱ 後期 1 2 2 3 2 2 3 15
P大学 国語科教育法 A 前期 11 1 3 15
国語科教育法 B 後期 1 2 7 2 1 1 1 15
Q大学 国語科教育法Ⅰ 前期 1 1 5 4 3 14
国語科教育法Ⅱ 後期 3 3 8 14
R大学 国語科教育法 通年 7 1 1 2 1 1 6 1 1 1 22
S大学 国語科教育法（一） 前期 5 4 2 2 13
国語科教育法（二） 後期 2 4 6 1 13
T大学 国語科教育法 A 前期 8 2 1 1 1 1 14
国語科教育法 B 後期 1 12 1 14
国語科教育法 C 前期 3 1 5 1 1 11
合　計 147 41 37.5 26.5 193 22 5 6 7 56 14 11 231 45 842
合計授業数に対する割合 17.45％ 4.86％ 4.45％ 3.14％ 22.92％ 2.61％ 0.59％ 0.71％ 0.83％ 6.65％ 1.66％ 1.30％ 27.43％ 5.34％ 100.00％
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れてきたように，豊富な蓄積がある。しかし一方で教育方法（どう教えるか）については，参照
すべき先行研究が少ない。教え方については，講座担当者に委ねられたまま，等閑視されている
といっていいだろう。
と指摘されているように（11），「国語科教育法」担当者は指導すべき内容については具体的にイメージ
ができても，どのような方法で指導するのかという点においては曖昧である。授業時間に限りがある
のにも関わらず，「どの程度」「どの方法で」指導するべきかという考え方がないままに「国語科教育
法」の授業が行われれば，担当者自身は実践的な内容を教えていると考えていても，それに対する受
講者の理解はおぼつかないものになってしまう。メディア教材の扱い方など④の「国語科教師として
の関連的基礎素養」は，他の教職専門科目との調整を図るべきであるし，そのような中から担当者は
各大学の事情に合わせて「国語科教育法」の授業内容を厳選する必要がある。
３．「国語科教育法」の授業改善のために　―現職教員の視点から―
現在一般系の私立大学で行われている「国語科教育法」の教育内容は「読むこと」に大きく偏って
いることを指摘した。また，その偏りは教員になった後にも影響を及ぼすため，現職教員の間でも「話
すこと・聞くこと」「書くこと」の授業はどう行うのがよいのか，確固とした共通認識を持つことが
できない状況も生まれている。このような状況の中，国語の教育内容全般に渡って一定の質を保った
指導を行える教員を育成するには，国語の教育内容全般から実際の授業を行うにあたって欠かすこと
のできない知識や技能に限定し，それらを効果的に指導する「国語科教育法」がまず求められる。こ
こでは効果的に「国語科教育法」が行われるための方法として，多くの「国語科教育法」で用いられ
ている模擬授業に着目し，その課題と改善の方策について考察していきたい。
3.1．現在の模擬授業の問題
「国語科教育法」の授業では模擬授業が多用されるが，受講者も教科教育法の内容として模擬授業
を望む傾向があり，教育実習との関連も強いと感じているようである（12）。しかし教科教育法の模擬
授業には，常に授業時間の制約とクラスサイズの問題が浮かび上がってくる（13）。そのため，グルー
プで模擬授業を実施したり，20分と限られた時間内で各担当を回していくといった方法が取られて
いる。しかし，この方法の問題として次の 2点が挙げられる。
まず 1点目として，学習指導案の作成に関して問題が生じる。模擬授業を行う際，同時に学習指導
案を作成する必要があるはずだが，ここでグループや限られた時間内での模擬授業が問題となる。教
育実習時には，1人 1人がそれぞれ 50分の授業を行うことを前提に学習指導案を作成することにな
るが，現在の模擬授業ではそれに対応した指導はできない。現場の多くの教員から，学習指導案につ
いて大学での指導が不足していると指摘されているが（14），導入からまとめまで，実際の授業を踏ま
えた学習指導案を想定できる能力を育成するために，50分の模擬授業を経験させることは大きな意
味を持つ。
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また 2点目として，グループや限られた時間内での模擬授業では，1人で 50分の授業を成立させ
ることの難しさを実感させることができないという点が挙げられる。教育実習生を指導する際，教材
研究など授業準備に甘さが目立ち，教壇実習をさせるのが不安だと感じる教員は少なくない。しかし，
大学で行われるグループや限られた時間内での模擬授業では，1人で 50分の授業を行うほどの授業
準備は必要なく，授業準備に大した時間をかけなくとも授業が成立してしまう状況がある。大学の模
擬授業である程度上手くいったという安心感は，かえって授業準備の甘さに繋がってしまうことも否
定できない。教育実習前から 50分の授業を成立させることの難しさを経験させておくことは，教育
実習に臨む際，学生の取り組み方に影響を与える。受講者がグループや限られた時間内での模擬授業
しか経験できず，教育実習時に初めて 50分の授業を成立させることが難しいと気づく状況は，やは
り大学側の指導として問題である。
以上の点から，大学の「国語科教育法」でしか成立しない模擬授業を行うのではなく，実際の学
校現場にできるだけ近づけた模擬授業，特に 50分間通しで行われる模擬授業の設定を考えるべきで
ある。
受講者全員が 1人で 50分の模擬授業を担当する例としては沖縄国際大学の「国語科教育法演習Ⅱ」
が挙げられる。沖縄国際大学では，2単位の「国語科教育法」の授業だが，実質 4単位分（180分）
行うことで受講者全員に 50分の模擬授業を担当させている（15）。しかし，このような授業を他の大学
で設定するには次のような問題がある。
①　 2単位の授業を実質 4単位分行うことで，「国語科教育法」の担当者に大きな負担がかかる。
（「国語科教育法」の担当者が大学の専任教員であればよいが，非常勤講師で現職の中学・高校
の教員が担当者の場合には，授業を担当しにくい状況も生まれる可能性がある。）
②　 2単位の授業であるにも関わらず，4単位分の授業の拘束があるため，受講者の負担も大きく
なる。（「自主ゼミ」など希望者のみを募る形では，受講者全員に 50分の模擬授業という前提
が崩れてしまう。）
③　 「国語科教育法」のみが独自に 4単位分設定してよいのかという他の教科教育法との兼ね合い
がある。
①～③の問題は教科教育法関連の授業を大学で多く設置できれば解消できる問題である。しかし，
現在の私立大学の状況から，教職課程で何種類もの教科教育法関連の授業を設定することは難しい。
結果として，大半の学生は 50分間通しの授業を経験しないまま，かじった程度の教師役の経験を基
に教育実習に臨んでいく状況になってしまう。教育実習の際，指導教諭が一から指導をし直すといっ
た状況も，こうした現状から生み出されている。
3.2．模擬授業の改善に関する一試案
受講者全員の模擬授業を限られた「国語科教育法」の授業の中で行うには，どのような方法がある
のか。元々，「国語科教育法」担当者 1人で受講者全員の模擬授業を指導するということ自体，無理
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があるように思われる。そこでここでは，非常勤講師で実際に教育現場で教えている大学院生や，大
学院に研修に来ている現職教員などの力を借りて模擬授業を成立させていく方法を提案したい。（図1）
この方法は，まず受講者をいくつかのグループに分ける。そして，それぞれのグループに大学院生
や現職教員をグループ担当者として配置し，教材研究や学習指導案，板書計画に至るまでの内容を
受講者とともに検討させ，模擬授業にまで繋げていく。模擬授業は，各グループ内で受講者を回して
いく方法から，それぞれのグループが用意した模擬授業に他のグループが参加するといった方法など
様々に考えられる。そして，本来の「国語科教育法」担当者は各グループの活動の様子を観察し，状
況に応じて助言を与えるといったスーパーバイザーとしての役割を担い，全体的な指導を行う。各グ
ループごとに検討を行う場所が必要なため，場所の確保が問題となるが，平日の遅い時間帯や土曜日
に授業を設定することも考えれば，受講者全員に対して 50分の模擬授業を行わせることも不可能では
ない。また，グループ担当者に対しては，大学院の授業として単位を認定するという方法を取ること
で，従来であれば生じていた講師に対する経費も生じさせずに済む。費用の面でもこうした授業方法
は取りやすいといえる。グループ担当者を置くことで，少人数の模擬授業が可能となれば，「読むこと」
に関する内容はもちろんのこと，従来の「国語科教育法」の授業では不足しがちであった「話すこと・
聞くこと」「書くこと」に関する内容も，より効果的な形で指導を行うことができると考えられる。
図 1　模擬授業の新たなモデル（試案）
※ 1　 スーパーバイザー（「国語科教育法」担当者）はそれぞれに行われてい
る模擬授業を巡視やビデオによって観察する。また，グループ担当者
から受講者とのやり取りなどを記した模擬授業に関する報告書を提出
させ，それらから適宜助言・指導を行う。
※ 2　 グループ担当者は，教材研究や板書計画，学習指導案の作成について
助言，指導し，模擬授業を行う。
スーパーバイザー
（「国語科教育法」担当者）
※１
グループ担当者Ａ
（大学院生）
グループ担当者Ｂ
（中高非常勤講師）
グループ担当者Ｃ
（現職教員）
※２
受講者
（学部生）
受講者
（学部生）
受講者
（学部生）
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3.2.1.　「話すこと・聞くこと」「書くこと」に関する模擬授業の一例
少人数による模擬授業を設定すれば，従来では行うことが難しかった教育内容であっても模擬授業
で行うことができるようになる。その一例として，次に「話すこと・聞くこと」「書くこと」に関す
る模擬授業について一連の流れを示すことにする。
【模擬授業前】
①　 教師役の受講生は，小説や論説文が収録された朗読 CD（15分程度のもの）を用意する。生徒
役の受講生はそれを聞き，要約文（200字程度）を書く。
②　 教師役は生徒役が書いた要約文を回収し，模擬授業までに添削しておく。
【模擬授業】
③　要約文を返却し，添削した要約文の内容を踏まえた模擬授業を行う。
【模擬授業後】
④　 模擬授業の内容とともに，題材の選択や添削の方法，コメントの付け方などについて受講者全
員で検討を行う。
実際の現場の授業では，一時間目に生徒に朗読 CDを聞かせ，要約文を書かせる。そして二時間目
に要約文を返却し，要約文の内容からどの点に留意しながら作文をすべきか全体に講義を行うことを
想定しているが，この授業を模擬授業としてアレンジしたものが先に示したものである。
「話すこと・聞くこと」「書くこと」に関する模擬授業では，「読むこと」の模擬授業とは違い，受
講者が題材の選別，作文の添削方法，コメントの付け方など実際の現場で必要となる技能を実践的に
学ぶことになる。学習者に対して作文をどのように添削し，どのようなコメントを付けるのがよいの
か，実際の現場でもその指導に悩むことは多い。こうした中，事例に基づきながら，作文の添削やコ
メントの付け方といった評価の方法を，グループ担当者を交えながら受講者同士で検討していく経験
は，教員になった後でも有益なものになっていくと考えられる（16）。しかし，このような模擬授業が
できるのも，生徒役の受講生が限られ，作文の添削が過度な負担にならないよう配慮できるからであ
る。少人数での模擬授業が前提でなければ，「話すこと・聞くこと」「書くこと」に関する模擬授業は
難しくなる。
3.2.2.　現職教員が模擬授業に参加することのメリット
グループ担当者として現職教員や大学院生が模擬授業に参加した場合，メリットがあるのは受講生
ばかりではない。現職教員や大学院生にも次のようなメリットが生じると考えられる。
①　 作品の読みという観点では，受講者と相互に検討を重ね，互いに学び合うことで，新たな読み
の可能性が模索できる。また，作文の添削やコメントの付け方といった評価の方法に関しても，
自分独自のやり方を是正し，再度その方法を見つめ直すきっかけともなる。
②　 受講者と双方向に検討を重ねることによって，単に指導「する側」「される側」といった一方
向の学びから，互いに学び合う方法を実践的に身につけることができる。
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③　 特に現職教員は，受講者との指導のやり取りが研修後の教育現場で教育実習生や新任教師への
指導の方法へと繋がっていくため，指導力の向上が期待できる。
実際の現場で，授業を公開し，互いの授業を検討し合っていくことは難しい。こうした状況の中，
教材研究の時点から受講者と検討を重ね，模擬授業を指導することは，一方で指導者である大学院生
や現職教員の今まで行ってきた授業を相対化させ，自らの授業に対して反省を促すことにも繋がる。
この互いに学び合う経験は，教育現場に戻ったとき自ずと自己の授業実践に影響を与えると考えられ
る。さらに現職教員に対する大学院での指導といっても，一般系の大学院（文学研究科など）では文
学研究が中心で「国語科教育」に関する授業はほとんど開かれていない。このような状況では現職教
員の力量形成も国語学や国文学といった専門教科の内容に限られたものになってしまう。指導法に関
する力量形成についても「国語科教育法」への参加は有意義なものになる。
ただし，「現場経験と関連づけて討論する場面では，現職教員がしゃべり，学部卒が聞いているだ
けの場面も多い（17）。」と指摘されることがあるように，現職教員による指導が一方的になってしまう
可能性も否定できない。このような状況に「国語科教育法」担当者（スーパーバイザー）は調整役と
しての役割を果たすことになる。
従来の「国語科教育法」では，模擬授業という方法が必ずしもうまく機能していなかった。しかし，
大学院生や現職教員との連携をよりよく図ることによって，さらに充実した「国語科教育法」を展開
できると考えられる。
４．おわりに
「国語科教育法」から，私立大学の一般系学部学科における国語科教師教育についてその一端を考
察してきた。しかし，国語科教師教育の問題はそれらに限られたことではない。金子守氏は，
高校では，実習生の古典や国語（学）に関する基礎的かつ専門的知識（学力）のなさや乏しさが
問題となる場合が多い。同じことが中学校でもみられる場合もあり，力が弱いために十分な教材
研究ができず，まちがったことを教えたり，子どもの質問に適切に対処できなかったりするケー
スがよくある。
と学生の学力の問題について指摘されている（18）。しかし，「国語科教育法」で教科の専門的な学力の
向上にまで指導を行うのも難しい（19）。また，この教科の専門的な学力の低下は単に個人の資質や能
力だけに問題があるのではなく，高校でのカリキュラムもその原因の1つとして考えることができる。
現在の学習指導要領では科目選択の幅が大きいため，国語科の教員を目指している者でも，古文や漢
文，日本史を満足に学習しているとは限らない現状がある（20）。高校のカリキュラムという制度の問
題が，国語科の教師教育にも大きな影響を与えているのである。「国語科教育法」担当者はこうした
実際の教育現場での状況を基に，国語科教師を志望している学生の力量形成に必要なことを明確化し
た上で，他の教職専門科目や教科専門科目と効果的に連携を図っていく必要がある。
しかし，学生の力量の問題以上に「国語科教育法」担当者の力量も大きな問題となる。受講者に対
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して意義のある「国語科教育法」を提供するためには，まず担当者自身，自己の授業実践を相対化し，
他の様々な授業実践と比較検討を重ねる必要がある。そして，その中から得られた知見を受講者に提
供すべきである。しかし，「国語科教育法」の担当者が自己の授業実践と他の授業実践とを比較し，
検討するためには，授業を公開してくれる教師の協力が必要不可欠である。そのため「国語科教育法」
の担当者には「同僚性」の構築という観点も必要となってくる（21）。担当者自身が自己の授業実践だ
けに閉じこもったままでは，学生の力量形成もままならない。
今後も私立大学は国語科教師教育に大きな役割を果たすことになるだろう。しかし，現在の「国語
科教育法」の課題を改善しないまま，従来通りの方法を踏襲していけば国語科教師教育の質の向上は
いつまでもなされない。「国語科教育法」の問題は担当者の力量によるところが大きい。担当者は常
に力量の向上を求められている。
注⑴ 財団法人日本私学教育研究所「Ⅱ．教科別調査結果および考察と提言　国語（1）国語（2）」（『私立学校教
職員の資質向上に関する調査研究（最終報告）』　1997年）22，37頁
　⑵ ここでいう一般系の私立大学の学部学科とは「国公立大学の教員養成大学の教育学部」，「その他の国公立
大学の教育学部」，「私立大学教育学部・文学部教育学科」を除いたものを指す。
　⑶ 工藤信彦「職業としての『国語教育』―教師論の視点から―」（『文学』49号　1981年 10月）142頁
　⑷ 鶴田清司『国語科教師の専門的力量の形成―授業の質を高めるために―』（渓水社　2007年）序章第 2節 
13頁
　⑸ 内藤一志「国語科教育法における指導内容の改善―教育実習における事前事後指導の組み込み―」（『教育
実習研究指導センター紀要』第 16号　1997年）93～ 99頁
　⑹ 右島洋介「教育実習をめぐる諸問題と課題―実習生の所感を通して―」（『教職課程研究センター年報』第
3号　1989年）192頁，田中欣和「本学における教育実習のあり方をめぐって」（『教職課程研究センター年報』
第 10号　1996年）55頁
　⑺ 町田守弘・鈴木慎一「教科教育法改善に関する教師の見解」（『早稲田教育評論』第 4巻第 1号　1990年）
65頁には，現職教員の意見として〈望ましい教科教育法担当者〉が「中学・高校の教員」であると答えた割
合が 44％に達したとある。
　⑻ 町田守弘「大学の国語科教師教育を考える―『国語科教育法』の効果的な扱い方―」（『浜本純逸先生退任
記念論文集　国語教育を国際社会へひらく』渓水社　2008年）184頁
　⑼ 倉田侃司「教科教育法への期待」（『教師教育研究』第 13号　2000年）59頁
　⑽ 田近洵一「国語科教師教育をめぐる問題」（『国語科教師教育の課題』序章　明治図書　1997年）18～ 20頁
　⑾ 榎本隆之「教職課程国語科教育法をめぐる諸問題―高度な専門性と実践的指導力を育成するために―」（『国
語教育史研究』第 5号　2005年）51頁
　⑿ 尾関守・横山淳一「教師教育カリキュラム開発の研究（2）―『教科教育法』の諸問題（その 1）―」（『早
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